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ＪＡＸＡ標準契約書及び標準約款の改正について
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今般の情勢を踏まえ暴力団排除条項を規定するとともに、存続条項の規定
その他契約書を明確化することを目的として、JAXA標準契約書・標準約款の
改正を行い、平成２６年４月１日以降の新規契約から適用する。
なお、本資料中の条文番号は、主に標準契約書（請負）を使用している。

問合せ先：
JAXA契約部契約推進課 谷 瑞希（050‐3362‐7975/ tani.mizuki@jaxa.jp）

清水 圭介（050‐3362‐7046/ shimizu.keisuke@jaxa.jp）



１．暴力団排除条項の規定（新３２条）

国や独法等の動向を踏まえ、文部科学省の規定に倣い、暴力団排除条項を規
定する。なお、双務的規定とする。

＜主な内容＞

（１）暴力団員等から不当介入を受けた場合の通報義務等

暴力団員等から不当介入を受けた者には、①警察への通報、②捜査上必要な
協力、③相手方への報告を義務付ける。

（２）契約の解除

暴力団が実質的に経営を支配する相手方との契約を、当該相手方の合意なく
して解除することができる。
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３．第三者損害の規定（新２７条）
旧「権利の侵害に対する措置等」に、一般的な第三者損害の規定（第三者に損
害が生じた場合、各々自己の費用と責任で解決）を追加した。

＜改正趣旨＞
現行規定では、第三者の権利を侵害しないよう措置する義務と知財の第三
者損害が規定されているが、今般、知財以外の第三者損害を明記。

４．その他規定の整理

①債務不履行の規定の整理（新２０条、新２１条）
＜従来の考え方＞

現在の契約書に関し、この考え方が明確になるよう、上表に沿い、かつ、民法上
の規定に倣って整理した。

履行不能・不完全履行 損害賠償。解除した場合は解除違約金10%

納入遅延 （・原則、納期内に納入すべき←今回明記）
・乙は、納期遅延する旨申し出る。
・遅延損害金（6%）。解除した場合は解除違約金10%
・乙の責に寄らない場合、納期延期を請求。

個別の契約が終了しても、有効となる条文について存続条項を規定した。

２．存続条項の規定について（新５０条）



現行規定 改正案

（履行不能）
第１２条 履行不能の場合、損害賠償請求or解除
２ 解除の場合、違約金１０％、端数切捨て等
３ 解除しない場合損害賠償請求

（不完全履行）
第１３条 追完請求【削除。民法上で対応可】
２ 納入遅延の場合遅延金６％
３ 不完全履行の場合、損害賠償請求or解除
４ 解除の場合、違約金１０％
５ 端数切捨て
６ 解除しない場合損害賠償請求

（納入期限の延期及び遅延賠償金）
第１８条 納入延期
２ 納入遅延の申し出
３ 遅延金６％
４ 見込みがない場合、解除
５ 端数切捨て
６ 受領遅滞６％

（債務不履行）
第２０条 債務不履行の場合,損害賠償請求or解除

（納入の遅延及び延期）
第２１条 納入期限内の納入義務【新規】
２ 納入遅延の申し出
３ 遅延金６％
４ 見込みがない場合、解除
５ 納入延期
６ 受領遅滞６％
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（参考）債務不履行に関する新旧対照表（概要）

※斜体部分は、他の条にまとめて規定（次ページ⑤）
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②貸与中のJAXA設備について、事前同意なしの目的外使用禁止を明記（新１０条）
※支給品等には目的外使用の禁止が規定してあり、設備等には「仕様書等に定めるところに

より」使用させるとのみ規定されていたことから、趣旨を明確化。

③契約書中にあった「検査」「受領検査」「完成検査」「品質マネジメント審査」の定義（JAXA内
規）を明記（新１２～１６条）

④解除条件の整理（新２３条～２５条）
・取引基本契約自体の解除条件を明記（個別契約の解除条件と同じ条件）
・解除条件である「破産」部分の規定を一般的な文言に修正
（破産ほか、民事再生、会社更生、清算、差押え等信用状態が著しく悪化する場合を追加）

⑤随所にあった遅延利息、端数処理、解除の違約金をまとめて規定（新２８～３０条）

⑥原価計算方式で作成する見積書等に適用する経費率およびその調査（一定の取引高のある
相手方に実施）について、運用を明確化するため明記（新３５～３７条）

⑦その他文言修正
・セキュリティ条項について、最新の内規を反映（新４６条）

（取扱指定→B情報、社外開示制限・部外開示制限→A情報に改正）
・「損害」の規定整理
「損害」と「通常損害＋当事者が予見しうる特別損害」の混在を「損害」に統一。
※解釈は変更せず、「損害」＝「通常損害＋当事者が予見しうる特別損害」とする。



５．売買契約特有の改正 ―納期遅延と解除―
○従来、納期遅延や解除時の違約金については、大規模又は研究開発要素が大

きい契約であるという特性に鑑み、民法よりも相手方の負担を限定していた。

○他方、通常の取引にはその趣旨が当てはまらない。今般、売買契約については、
民法に近づける改正を行う。
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民法 従来のＪＡＸＡ標準売買契約書

①損害賠償請求（415,416）
②又は相当の期間を催告のうえ解除＋損害
賠償請求（541,543,545Ⅲ,416）

③ただし、金銭債務に関して損害賠償請求
する場合は、年5％が賠償額（404,419）
商事債権の場合は年6％（商514）

①遅延損害金として未納部分の年6%を請求
(13Ⅱ,18Ⅲ) ※他は損害賠償請求できない

②または、催告し、見込みがない場合は解除。解除
の場合、違約金として解除部分の10％を請求
（12Ⅱ,13Ⅳ） ※他は損害賠償請求できない

＜改正内容＞
①納期遅延
（ア）（従来通り）原則遅延金として未納部分の年６％を請求
（イ）（今回追加）ただし、ＪＡＸＡに（ア）以上の損害があれば遅延金に代えて

損害賠償請求
②解除
（ア）（従来通り）原則違約金として解除部分の１０％を請求。
（イ）（今回追加）ただし、JAXAに（ア）以上の損害があれば違約金に代えて

損害賠償請求

（参考）納期遅延の比較


